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人文社会科学を含めた
多様な学術研究

社会課題解決

国際競争力の強化

Well-beingの充実

社会実装を
目指した
開発研究

総合的な研究力の底上げ

資
金
・
人
材
・
新
た
な
知

産学連携が
駆動する
エコシステム

※オープンイノベーション：アカデミア内での連携・共同研究を含む多様な者の参画による知の創出

多様かつ
戦略的な
資源配分

基
礎
研
究
・
教
育

外部資金
獲得

国際頭脳
循環

オープン
イノベーション
（※）促進

人材育成・
確保

他大学・自治体・産業界等との新たな関わり
・他大学との連携や産業界・金融機関等の資本・ネットワークを
活用した成果展開

・地域をフィールドとした実験や国研・海外大学との連携
・知の価値の最大化に関するノウハウ・人材についての協力
・産業界からのニーズに対する対応 等

開かれた研究大学へと成長
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産学連携が駆動するイノベーション・エコシステム（イメージ）

応用研究へ
の発展

リニアモデル

⃝ 文科省におけるこれまでの産学連携は、大学の科学研究の成果を社会実装につなげるため、研究シーズ単位又は組織単位で産業界とマッチングして
いくリニアモデル型の支援を行ってきた。

⃝ 一方、近年において科学とビジネスが近接化し、社会実装のスピードが増す中、研究から生まれる資金・人材・新しい知の流動性が高まりつつある。  
このため、従来のリニアモデル型の取組に加えて、これらを次の研究力の原資として大学に還流させることがより一層期待される。
（エンジンI：イノベーション・エコシステムの深化）

⃝ また、大学はこれらの原資を活用し、多様な学術研究に対し戦略的に再配分するためにその経営力を強化することで、産学連携施策を社会実装だけ
でなく総合的に大学の研究力を底上げしていく駆動力として位置付けていくことが可能なのではないか。 （エンジンII：大学の経営力の強化）

⃝ さらに、これまでの産学連携の取組を通じた産学官金等のコミュニティの形成や大学発スタートアップの増加等を踏まえると、それぞれの大学が、これら  
地域・産業界等とのかかわりも生かして経営力を強化し、自らのミッション・特色を磨いていくことで、産学連携駆動の研究力強化が一層効果的に   
実現する開かれた研究大学へ成長することを支援していくことが重要ではないか。

大学の経営力の強化 次の研究力の
原資として

還流

社会の発展への寄与

・地域貢献
・企業やスタートアップの成長
・成果の社会実装

エンジンI
イノベーション・エコシステムの深化

エンジンII
大学の経営力の強化
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次の研究力の原資として汲み上げ

収益最適化・人材確保戦略

（大学に期待される機能（例））

◆ストックオプション・株式等の
取得・取扱い機能の導入・強化や、知
財のライセンス・移転の適正な交渉によ
る収益最適化

◆外部法人等も活用した専門人材等の
育成・確保・活用の推進
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⃝ 産学連携の取組を総合的な大学の研究力の底上げにつなげていくためには、産学連携によって生まれる資金・人材・新たな知を次の
研究力の原資として汲み上げていく好循環を構築することが必要。

⃝ このためには、大学の研究成果の共同研究やスタートアップ創出等を最大化・効率化していくことに加えて、資金等を循環させるための
ノウハウを、大学内に留めず全国規模で蓄積・共有していくことが重要。

※この好循環により、従来の共同研究や技術移転などの産学連携システム自体も最適化が図られる。

スタートアップ・共同研究
創出機能

（大学に期待される機能（例））

◆産学連携の種となる基礎研究の成
果の探索（ドアノック、研究シーズの
開示、テーマ設定等）

◆研究成果を企業や経営者候補、支
援者等につなげる伴走支援・ネット
ワーキング

大学の新たな知財ガバナンス・
スタートアップ成長機能

（大学に期待される機能（例））

◆大学のあるべき知財の取得や管理等の在り
方（新しいガバナンス）の策定

◆民間との協業による基礎研究段階からの知
財取得・管理や、共同研究までの一貫した
社会実装の推進

◆大学発SUのM&A促進も含む、スタートアッ
プ・事業会社等との次世代型オープンイノ
ベーションのハブ機能の形成

◆大学発スタートアップへの出資強化

エンジンI イノベーション・エコシステムの深化

資金・人材
新たな知

スタート
アップ・
共同研究
創出支援

新たな知財
ガバナンス

・

スタートアップ
成長支援

収益化戦略
・

人材確保
戦略

社会実装

研究成果等

産学連携
支援

スタートアップの創出・成長、資金循環の加
速に向けて「全国NW構築支援」では以下の
取組を推進

①地域性も加味したプラットフォームの戦略
的な特色化

②国際展開機能の共有化による、
グローバルで戦えるスタートアップの創出・
成長支援

③プラットフォームの自律化に向けた
自治体・金融機関等との連携



エンジンII 研究力の底上げに向けた大学の経営力の強化

⃝ 地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）採択大学においては、大学間での連携を図りつつ、大学の強み・特色
ある領域を核とした戦略的な経営改革を実施。

⃝ 持続的に研究大学として成長していくためには、研究開発に加え、新たな研究やイノベーションを生み出し続ける環境の構築を含む、
全学を挙げた経営力の強化を一体的に進めていくことが重要ではないか。

上記の方針等に基づき、
資源を獲得、学内に配分※

※ 必要に応じて実施する、
教育研究組織の再編も含む

ミッション・特色や地域・産業界等の
関わりを踏まえ、長期的な組織
目標（Vision）を策定

資
金

≪人材の育成・確保≫

≪人事給与・評価体制≫

◆業績評価の高度化

◆評価に基づく人事給与
 マネジメントの実施

◆複線型人事制度の導入

≪知の創出≫

◆研究の卓越性の伸長に向けて、研究
IRに基づき、強み分野に資源を傾注

◆新領域の開拓に向けて、新興・融合 
領域の研究などの挑戦を促す資源
配分の実現

≪研究基盤の刷新≫

≪研究時間の確保≫

≪知の社会実装≫

◆共同研究の推進、技術移転・起業
 の支援

◆地域・産業界も含めた地域の
   イノベーション・エコシステムの形成

◆知財戦略の策定や知財活用のため
 の基盤整備

◆研究成果の社会実装等に向けた
子会社の設立

◆教員の機能分化による
研究活動の最適化

◆優れた業績を挙げている
研究者等に対する、研究に
専念できる環境の保証

大学間連携
の推進

IR機能も活用しつつ、
強み・特色となる領域や

財務基盤の強化に向けた
方針等を決定

強み・特色を核とした
戦略的な経営改革

研
究
環
境

人
材

◆部局単位でのURA等の研究開発マネ
ジメント人材/技術職員の雇用・管理を
本部に一元化

◆研究開発マネジメント人材/技術職員     
の職階制度を確立

◆組織を超えた研究マネジメント人材
への研修の実施

◆若手研究者、博士人材への支援

◆技術職員やURA等の人材確保とあわ
 せて、コアファシリティを戦略的に整備

◆産業界や学会、資金配分機関(FA)等
 とも協働し、先端的な研究設備・機器
の整備・共用・高度化を推進

強み・特色となる領域や財務基盤の強化に向けた方針・手段の具体例
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国内外の
地域・自治体

金融機関 国内外の企業 スタートアップ

A大学
（中核機関）

「開かれた研究大学」群
の中核としてのA大学が
プラットフォームの形成に

も中心的に寄与

課題・ニーズに対応する
ソリューションの提供

実証フィールド・
コホートの提供

企業ネットワーク
やトレンド情報の
提供有望技術

シーズ情報と
ビジョンの提供

価値のあるサービス
の実現・橋渡し

知の価値に応じた
資金提供・
販路提供

新株予約券
・エクイティの提供

ギャップファンド・
事業化支援

国内外のグローバルな
経済圏

国研・
海外大学等

研究シーズの提供・
磨き上げに貢献

PFの様々な機能を、中核機関となる大学が統合の上、多様な外部組織に合わせて円滑なマッチング・連携を実現し、産官
学金等の連携を加速・強靭化

プラットフォームに期待される機能の例
〇 関連する大学の基礎研究の成果・状況とそのポテンシャルの学内外への透明化・可視化
〇 産業界ニーズを踏まえた戦略を立案し、大学で磨き上げられた研究成果を、融合研究や発展的研究開発に戦略的に

統合するシンクタンク機能
〇 研究セキュリティや輸出管理、インテグリティに案件ごとに対応する機能
〇 研究シーズの社会実装時における倫理的影響や法的・社会的リスクを評価し、適切な対応方針を検討する機能
〇 知財の保有・パッケージ化・放棄等をトータルコーディネートする機能
〇 産学共同研究のための資金受け入れやキャピタルゲインなどを最大化するために、知の価値化を実践し、交渉する機能

「開かれた研究大学」による機能統合と多様な外部組織・コミュニティとの連携イメージ

⃝ 前掲I・IIの両エンジンとその構成する要素を、大学の経営層の強いコミットメントの下、大学という組織構造の中で有機的に連動・
連携するように機能させつつ、複数大学・自治体等の外部組織との相互作用も誘起することが極めて重要。

⃝ 近年の科学とビジネスの近接化や成長戦略における分野重点化等の背景を踏まえて、大学のガバナンス改革とセットで、これからの
産業を担う経済圏・エコシステムや、我が国における重要技術分野の研究開発、社会変革を牽引する人材の育成などのコアとして、
経済圏の民間セクターや、国研、国内外の他大学等と共働し、我が国の成長につながるイノベーション創出の中心として世界で存在
感を示す開かれた研究大学群を形成する必要。

大学間で構築する産業競争力強化のためのイノベーション・プラットフォーム

強みのある分野の近い大学同士で連携し、学内外の研究シーズの集約
を可能にするとともに、必要であれば、PFの機能ごとに役割分担

B大学
（参画機関）

C大学
（参画機関）

D大学
（参画機関）
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